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『立地適正化計画』ってなに？ 立
地
適
正
化
計
画

　『
届
出
制
度
』
が
始
ま
り
ま
す

　
市
で
は
、
将
来
の
都
市
像
を
見
据
え
た
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
た
め
、「
本
庄
市

立
地
適
正
化
計
画
」
の
策
定
を
進
め
て
い
ま
す
。

　
計
画
の
公
表
後
は
、
設
定
し
た
誘
導
区
域
外
で
、
一
定
規
模
以
上
の
開
発
行
為
や

規
定
の
施
設
の
建
築
な
ど
の
行
為
を
行
う
際
は
、
都
市
再
生
特
別
措
置
法
に
基
づ
く

届
出
が
義
務
付
け
ら
れ
ま
す
。

★
都
市
計
画
課
☎
�
１
１
３
６

３
月
31
日
以
降
は
、
届
出
が
必
要
に
な
り
ま
す

　
計
画
公
表
し
た
以
降
は
、
病
院
な
ど
の

民
間
施
設
の
立
地
や
居
住
を
緩
や
か
に
誘

導
す
る
た
め
、
立
地
適
正
化
計
画
の
「
居

住
誘
導
区
域
」
外
で
、
一
定
規
模
以
上
の

住
宅
の
建
築
な
ど
を
行
う
際
や
「
都
市
機

能
誘
導
区
域
」
外
で
の
誘
導
施
設
を
建
て

る
場
合
に
は
、
届
出
が
必
要
に
な
り
ま
す

（
都
市
再
生
特
別
措
置
法
第
88
条
他
）。 

　
こ
の
届
出
制
度
に
よ
り
誘
導
区
域
外
で

の
建
築
行
為
な
ど
の
動
向
を
把
握
す
る
と

と
も
に
、
届
出
者
に
対
し
、
居
住
誘
導
区

域
内
に
お
け
る
居
住
の
誘
導
施
策
や
、
都

市
機
能
誘
導
区
域
内
に
お
け
る
誘
導
施
設

の
立
地
誘
導
の
た
め
の
施
策
や
、
財
政
上
、

金
融
上
、
税
制
上
の
支
援
措
置
等
に
関
す

る
情
報
提
供
等
を
行
い
ま
す
。 

　
誘
導
区
域
外
の
区
域
で
、
次
の
行
為
を

す
る
場
合
に
は
、
事
前
（
行
為
に
着
手
す

る
30
日
前
ま
で
）
に
届
出
が
必
要
に
な
り

ま
す
。

　
居
住
誘
導
区
域
外
の
区
域
で
、
次
の
行

為
を
す
る
場
合
に
は
、
事
前
に
届
出
が
必

要
に
な
り
ま
す
。 

開
発
行
為

①
３
戸
以
上
の
住
宅
の
建
築
目
的
の
開
発

　
行
為

②
１
戸
又
は
２
戸
の
住
宅
の
建
築
目
的
の

　
開
発
行
為
で
、
そ
の
規
模
が
１
、
０
０

　
０
㎡
以
上
の
も
の

建
築
等
行
為 

③
３
戸
以
上
の
住
宅
を
新
築
し
よ
う
と
す

　
る
場
合

④
建
築
物
を
改
築
し
、
又
は
建
築
物
の
用

　
途
を
変
更
し
て
３
戸
以
上
の
住
宅
と
す

　
る
場
合

　
都
市
機
能
誘
導
区
域
外
の
区
域
で
、
誘

導
施
設
（
都
市
機
能
誘
導
区
域
に
維
持
・

誘
導
す
べ
き
商
業
施
設
等
の
施
設
）
を
整

備
す
る
場
合
に
は
、
事
前
に
届
出
が
必
要

に
な
り
ま
す
。

開
発
行
為

・
誘
導
施
設
を
有
す
る
建
築
物
の
建
築
目

　
的
の
開
発
行
為
を
し
よ
う
と
す
る
場
合 

建
築
等
行
為

・
誘
導
施
設
を
有
す
る
建
築
物
を
新
築
し

　
よ
う
と
す
る
場
合 

・
建
築
物
を
改
築
し
、
誘
導
施
設
を
有
す

　
る
建
築
物
と
す
る
場
合 

・
建
築
物
の
用
途
を
変
更
し
、
誘
導
施
設

　
を
有
す
る
建
築
物
と
す
る
場
合 

　
本
庄
市
立
地
適
正
化
計
画
（
案
）
に
お

け
る
誘
導
区
域
や
誘
導
施
設
の
詳
細
等
に

つ
い
て
は
、
都
市
計
画
課
（
市
役
所
２

階
）
及
び
総
務
課
（
ア
ス
ピ
ア
こ
だ
ま

内
）
の
窓
口
や
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
確
認

で
き
ま
す
。

　まちづくりにみなさんの幅広い意見を反映させる
ため、本庄市都市計画審議会の委員を募集します。 
　審議会は、土地利用（用途地域など）や都市施設（道
路や公園など）の都市計画の決定や変更を多角的な
見地から審議します。
応募資格　２月１日時点で20歳以上の市内在住者で
　平日の日中に開催する審議会に出席できる方 
募集人員　３人以内 
任　　期　平成30年４月１日から２年間 
報　　酬　市の規定により支給 

選考方法　書類選考 ※結果は、応募者全員に通知
応募方法　応募用紙に必要事項を記入のうえ、応募
　理由とまちづくりについての考え方を８００字以
　内にまとめ、応募先まで持参又は郵送
※応募用紙は都市計画課（市役所２階）及び総務課

（アスピアこだま内）で配布又は市ホームページか
らダウンロードできます。
応 募 先	 〒367-8501　本庄市本庄３-５-３ 
　　　　	 本庄市役所都市計画課 
応募締切	 ２月２日㈮午後５時まで（必着） 

★都市計画課☎�１１３６

都市計画審議会委員を募集　～あなたもまちづくりに参加してみませんか～

　平成26年に都市再生特別措置法が改正され、人口
減少・高齢化社会の現状を踏まえたまちづくりを推
進するための立地適正化計画を策定することができ
るようになりました。全国で357自治体が計画策定
に取り組んでいます（平成29年７月現在）。
　立地適正化計画は、商業施設などの生活サービス
施設を維持・誘導する「都市機能誘導区域」と一定
の人口密度を維持する「居住誘導区域」を設定する
とともに公共交通を充実させることで、都市全体の
構造を見直し、持続可能なまちづくりを推進するた
めの計画です。

『本庄市立地適正化計画』を３月末に公表

　本市の人口は、平成12年（国勢調査）をピークに
増加から減少に転じ、高齢化も進展しています。特
に、人口減少・高齢化の進展が顕著で、さまざまな
問題が顕在化している本庄駅周辺や児玉駅周辺のま
ちなかにおいては、居住促進や都市機能の誘導・充
実を進めることが喫緊の課題であるため、本庄市立
地適正化計画では、｢まちなか再生｣を重点方針とし
て位置づけ、重点的な取り組みを推進していきます。
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◦

◦

◦
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